














































































































































山陽小野田市下水道事業の
設置等に関する条例の制定について

1.法適用※の背景

－建設部下水道課－

地方公営企業をめぐる経営環境は、全国的にも「施設の⽼朽化」や「人口減少による収入の減少」等により厳しい状況にあ

ります。このような状況下で、経営状況を正確に把握し、経営基盤の強化や財政マネジメントの向上に的確に取り組む必要が

あるとして、平成27年1月に総務大臣通知により「公営企業会計の適用の拡大について」が発出され、平成32年度までに⼈

⼝３万⼈以上の団体の下⽔道事業は、公営企業会計に移⾏することが求められました。

これに伴い、本市下水道事業におきましても、地方公営企業法（以下「法」という。）の適用に向けて準備を進めてきました。

本条例は、平成31年4月1⽇から法を適⽤し、公営企業会計としてスタートするため条例を制定するものです。

※「法適用」は、 「地方公営企業法の適用」の略称です。

2.設置条例
法の規定により、条例で定めることとなっている事項について、本設置条例で規定します。

・【条例第2条、第4条】地方公営企業の設置及び経営の基本について（法第4条）

・【条例第3条】法の財務規定等を適用することについて（法第2条第3項）

・【条例第5条】予算で定めることが必要な重要な資産の取得及び処分について（法第33条第2項）

・【条例第7条】出納その他会計事務の会計管理者への委任について（法第34条の2） ほか 1
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項目 法非適用（現⾏） 一部適用（下水道） 全部適用（水道・病院）

定

義
適⽤法令、条項 地方自治法

・財務

（法第17条〜第35条）

・組織（法第7条〜第16条）

・財務（法第17条〜第35条）

・職員の身分取扱

（法第36条〜第39条の3）

組

織
管理者 市⻑ 管理者の権限は市⻑が⾏う。

原則として管理者を設置し、

業務全般の権限を有する。

財
務

会計の方式 官庁会計方式 企業会計方式

経理の⽅法 現⾦主義、単式簿記 発生主義、複式簿記

予算の区分 歳入・歳出のみ 収益的収支（3条）・資本的収支（4条）に区分

決算書 歳入歳出決算書 決算報告書、損益計算書、貸借対照表等

出納閉鎖日 5月31日 3月31日

出納・会計事務 会計管理者
全部⼜は⼀部を会計管理者に委

任することが可能
企業出納員

職員の身分

（適⽤法律）
⼀般⾏政職員（地方公務員法）

企業職員（地方公営企業等の労

働関係に関する法律等）

4.法適用の範囲とその比較

3

3.法適用の概要

法適用対象事業 公共下⽔道事業及び農業集落排⽔事業

平成31年4月1日

一部適用（法の財務規定のみ適用）

法適用の時期

法の適用範囲

下⽔道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計を廃止し、会計は「下水道事業会計」の１本とします。

財務諸表等は２つの事業を合わせて作成しますが、「セグメント」で各事業を別管理し、予算書・決算書において、各

事業の財務情報を開示します。

下水道事業は、法の全部を適用する「全部適用」と財務規定のみを適用する「一部適用」が選択できます。

「全部適⽤」は、⽔道事業との統合による業務効率化を目的としており、本市は現在のところ、⽔道事業との統合の

計画はないことから「一部適用」を選択しました。「一部適用」でも、法適用の目的である経営状況の明確化等を果た

すことが可能です。
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平成29年度 平成30年度 平成31年度

4⽉〜3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4⽉〜

（1）固定資産台帳整備

（2）法適用に係る各種事務手続き

（3）会計システム構築

5.法適用スケジュール

公
営
企
業
会
計
ス
タ
ー
ト

固定資産台帳完成

会計システムへデータ移⾏

事業開始以後のすべての下水道資産の調査

法適用時の帳簿価格の算定

庁内関係部署および⾦融機関との調整

打ち切り決算

(12月議会)
設置条例案

提出

H31年度予算編成作業

(3月議会)
H31年度

予算案提出

ハードウェア導入 運用準備 運用開始
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閉会中の継続調査事項について 
 

 

委員会名 調 査 事 項 調査期間 

産業建設 

常任委員会 

・ 商業及び工業に関すること 

・ 企業立地に関すること 

・ 労政に関すること 

・ 公共交通に関すること 

・ 農業、林業、畜産業及び水産業に関すること 

・ 地方卸売市場に関すること 

・ 小型自動車競走事業に関すること 

・ 道路及び橋梁
りょう

に関すること 

・ 河川及び港湾に関すること 

・ 都市計画に関すること 

・ 駐車場事業に関すること 

・ 都市開発に関すること 

・ 公園及び緑地に関すること 

・ 下水道及び農業集落排水に関すること 

・ 建築及び住宅に関すること 

・ 水道事業に関すること 

平成３１年３月定

例会前日まで継続

して閉会中調査す
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